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主要農作物等の種子生産に関する追加アンケート結果まとめ（9 ページ～） 

2022 年 11 月 24 日 

追加アンケートについては３県が未回収 

徳島県は無回答と返事あり／長野、広島は返事なし 
 気候変動に関する農業への対応策 種子法が廃止されて、5年目を

迎え、見えてきた課題 

種子法廃止後も主要農作物等の

種子生産を継続される理由  既に取り組まれていること 今後必要とされること 

北海道 
営農技術対策の実施、農業農村

整備事業の実施 

気象情報等を踏まえた営農技術

対策の推進、生産安定につなが

る品種や栽培技術の開発の推

進、農地等の排水対策の強化 

優れた品種の認定から安全で優

良な種子の安定的な供給などに

ついて、関係団体と一体となっ

て取り組み、本道農業の競争力

を強化するとともに、農業者の

方々が消費者に安心していただ

ける農作物の生産に引き続き取

り組めるように努めていくこと

が必要。 

本道農業が我が国の食料安定供

給を担い、地域の基幹産業とし

て持続的に発展していくために

は、農作物の安定生産が重要で

あり、その基本となる優良な種

子の安定供給が不可欠。 

このため、「北海道主要農作物

等の種子の生産に関する条例」

を平成 31年４月に制定し、本条

例に基づき、種子計画の策定、

主要農作物の原原種・原種の生

産、種子生産ほ場の審査などを

引き続き実施。 

青森県 
高温耐性品種「はれわたり」の

導入 
  

種子法廃止後も従前と変わりな

い体制で、関係団体と連携し、

支障なく優良種子の生産・供給

がなされていることから、特に

課題はない。 

生産者に主要農作物の優良な種

子を安定的に供給する体制を維

持するため。（ただし、本県は

採種ほ場の設置承認や検査は行

っていますが、種子生産を行っ

ていません） 

岩手県 
・環境の変化に対応した新たな

品種の育成 
・新たな品目、品種等への転換 特になし 

令和２年度までは、優良な種子

の生産及び普及が必要と考え、

要綱・要領を制定して対応。令
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・農作物の生育や品質等に及ぼ

す影響の解明 

和３年度以降は、「岩手県主要

農作物等の種子等に関する条

例」が制定されたことが根拠と

なる。 

宮城県 高温耐性品種の育種     
主要農作物種子の安定供給と品

質の確保を図るため 

秋田県 高温耐性品種の開発   特になし 

高品質な主要農作物の生産に欠

かせない優良な種子の確保及び

安定的な供給は、本県農業の持

続的な発展に寄与するため 

山形県 

・激しくなる気象変動に対応し

たきめ細やかな栽培技術指導 

・高温登熟耐性の評価と高温登

熟耐性品種の開発（米） 

・現在より高温で経過すること

を想定した、栽培体系の再構築 
特になし 

本県の農業の更なる発展を図る

上で、主要農作物の優良な種子

の低廉かつ安定的な供給が不可

欠であるため。 

福島県 耕種的な肥培管理による対応 耐暑性の高い品種の開発 特になし 
農業振興上、最も基本的で重要

な事項であるため 

茨城県 

稲の高温耐性品種の開発、温暖

化に対応する栽培技術の開発な

ど 

気候変動(温暖化だけでなく)に

対応できる品種の開発、普及な

ど 

種子法廃止前と同様に種子生産

ができるよう条例、要綱を制定

しており、特に課題はない。 

主要農作物等の種子の生産に関

し必要な事項を定めることによ

り、需要が見込まれる主要農作

物等の種子の生産の安定及び品

質の改善を図ることで本県農業

者の農業所得の増大に寄与する

ことが重要であるため。 

栃木県 

企業・大学等との連携による、

気候変動等に対応した農産物の

安定供給に資する革新的な研究

開発の促進 

気候変動に伴い増加している農

業気象災害への対応力を高める

ための地域における未然防止対

策の着実な実施に向けた体制の

特になし。 

本県の農作物の競争力の強化に

資する奨励品種の優良な種苗の

安定的な供給の促進を図り、も

って本県の農業の持続的な発展

に寄与するため。 
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強化や、気候変動に対応した新

技術の開発等 

群馬県       
主要農作物種子の安定供給と品

質の確保を図る。 

埼玉県 
気候変動に対応した品種育成、

栽培技術の開発・普及 

気候変動に対応した品種育成、

栽培技術の開発・普及 

種子供給体制を強固なものにす

るためには、都道府県間連携が

重要である 

県内農業者の経営安定及び県民

の安心安全な食料確保のため 

千葉県 高温耐性検定方法の開発 高温耐性品種の開発 なし 

主要農作物等（稲、麦、大豆、

落花生）の優良種子を供給する

ことは、本県の生産力維持・強

化につながるため。 

東京都 

 農業者から要請があった場合

の、気温上昇などに適合する品

目・品種への転換の技術指導、

普及対策。 

 気温上昇などによる、栽培適

地の変化、品質低下、台風によ

る被害などの懸念に対する調査

の実施。 

    

神奈川

県 
      

本県の水田農業の振興に必要な

業務であるため 

新潟県 高温耐性品種の開発など 高温耐性品種の開発など   

米主産県である本県において

は、県育成の独自品種も多くあ

る中で、優良種子の生産・供給

は新潟米生産の根幹であり、今

後も県が主体となって種子の安

定した生産・供給体制を維持す

る必要があるため 

富山県         

石川県 

気象変動に対応した肥培管理に

より農作物への影響を軽減して

いる。 

気象変動に対応し、悪影響を受

けにくい品種の導入。 

種子法の廃止による課題は発生

していない。 

旧種子法で定められていた県の

本県の主要農作物の品質の確保

及び安定的な生産に取り組むた

め。 
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業務は、引き続き県が行うこと

と条例で規定。 

福井県       

稲作中心の本県農業の持続的な

発展のためには、引き続き県内

産の種子の品質の確保ならびに

優良な種子の安定的な生産を図

る必要があるため。 

山梨県 
高温下でも品質が安定し、食味

が良い品種の導入検討 

気候変動に対応した栽培技術の

確立や品種改良 
特になし 

優良な種子を安定的に生産・供

給し、農業者の経営安定を図る

ため 

長野県 

・地球温暖化による水稲作への

影響評価と、県産米の高品質維

持に向けた対策技術の開発 

・水田からの温室効果ガスの発

生抑制と省力・節水を両立する

スマート水管理技術の実証研究 

・「みどりの食料システム戦

略」を加味した対策の検討 

種子法が廃止されたこととは直

接関係がないが、種子場産地の

担い手確保と機械の老朽化 

優良種子の安定供給体制の維持 

岐阜県 
適用品種の開発と普及、栽培技

術の確立 

病害抵抗性遺伝子の材料及び検

定技術の供給（閉鎖的な対応を

しないこと） 

特になし 

県民（生産者）の主要農作物生

産に資する種子の安定供給を維

持する 

静岡県 
高温登熟性を持つ品種の奨励品

種化など 
    優良種子の安定確保のため 

愛知県 
高温耐性を持つ水稲品種の育成

等 

高温耐性を持つ水稲品種の育成

等 

現在のところとくに課題はな

い。 

主要農作物の優良な種子を安定

的な供給を図ることによって、

主要農作物の品質の確保及び安

定的な生産に寄与し、消費者に

安全で安心できる食糧を安定的

に供給するため。 
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三重県 

高温下で登熟しても品質低下し

ない高温登熟性に優れる水稲品

種、高温で発生が増える病害へ

の抵抗性を持つ水稲品種の育

成。 

夏季および冬期の高温によって

発生が助長される害虫（カメム

シ類など）に抵抗性を持つ品種

の育成（特に大豆、水稲）。高

温登熟下における水稲胴割粒の

発生軽減対策、抵抗性品種の育

成 

種子の広域流通による病害の伝

播 

本県の主要農作物の品質確保と

安定生産を通じ、消費者への安

全・安心な食料供給に寄与する

ため 

滋賀県 

水稲の新たな高温耐性品種の開

発 

夏期の高温に対する追肥診断技

術の検討 

  特になし。 

持続的で生産性の高い滋賀の農

業推進条例第 10条の規定に基づ

き、県内における主要農作物の

優良な種子の安定的な生産およ

び供給を促進するため 

京都府 
水稲における高温耐性品種の導

入 
  特になし 

府内の農産物を継続的に生産

し、府民の食糧を確保する上

で、良質かつ安価な種子を安定

生産することは極めて重要であ

り、そのためには京都府が責任

を持って種子供給する必要があ

るため。 

大阪府 
水稲に関して高温耐性品種の導

入検討および試験栽培 

水稲に関して高温耐性品種の導

入検討および試験栽培 
特になし 水稲種子の安定供給のため 

兵庫県 

水稲においては、品質低下の回

避と品質向上に向けて、以下の

ような対策を進めている。 

移植時期の適正化、適切な施

肥、適切な水管理、品種対策 

水稲においては、品質低下の回

避と品質向上に向けて、以下の

ような対策を進めている。 

移植時期の適正化、適切な施

肥、適切な水管理、品種対策 

なし 

主要農作物の生産力を維持・増

進していくためには、優良な種

子の生産と安定供給が不可欠で

あると考えるため。 

奈良県 なし（米・麦・大豆関係） 未定（米・麦・大豆関係） 特になし 
県の責務として主要農作物の種

子生産を行う必要があるため。 
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和歌山

県 
高温耐性品種の導入 早生熟期の高温耐性品種の選定 課題は特にありません。 

県内の生産者に優良な水稲種子

を供給するため。 

鳥取県 
新たな高温耐性品種の開発、既

存の高温耐性品種の導入検討 
  

国として他県との種子生産受委

託推進の動きがあるが、県内種

子価格との差が生じた場合の対

応、品質で問題が生じた場合や

事故が起きた場合の対応や担

保、県内の種子生産農家や組合

等の合意形成（採種事業への想

い、経営アイテムとしての活用

等）等、クリアしなければなら

ない課題が山積している状況 

主要農作物は我が国の基本的な

食料であり、本県の水田農業の

維持・発展には主要農作物の優

良な種子生産と供給が必要不可

欠を認識し、種子条例を定めた

ため 

島根県 

○コメの品質の低下（ 白未熟粒

の発生、一等米比率の低下等） 

⇒高温耐性品種の導入・普及 

○露地野菜の活着不良 

⇒排水対策、簡易潅水対策の推

進 

○高齢林化が進むスギ・ヒノキ

人工林での風害の増加懸念 

⇒主伐・再造林や間伐等の推進 

【コメント】島根県環境総合計

画に定める、気候変動の主な影

響（将来予測されるものを含

む）と適応策の例を記載。 

検討中 特になし 

多様化する需要に応じて的確に

農産物を生産するために必要な

種子の安定的な確保を図るた

め。 

岡山県 気候変動に強い水稲品種の選定 
継続的な対策（気候変動に対応

した）の実施と普及 

これまでと同様の体制を維持す

る必要がある。 

基幹的な作物である稲、麦類及

び大豆については、優良な種子

を生産し、普及を進める必要が
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ありますが、種子の安定供給の

ためには法廃止前と同様の体制

を維持する必要があると考えて

おります。 

広島県 
恋の予感など高温耐性品種への

転換 

梅雨期の変動のため，作期分散

ができる品種の検討 

高温登熟による品質低下防止の

ため高温耐性品種の転換・普及 

種子法廃止から本県においては

種子取扱要領を経て種子条例を

制定し，種子条例廃止前と同様

の取組を実施してきた経緯があ

るため，現状課題は無い。しか

しながら本県における取組は国

の地方交付税を財源としている

ため，これが無くなると継続が

困難となる。持続的な種子の安

定供給のためには今後も国の財

政措置は必須と考える。 

奨励品種種子の生産を県が行う

ことをもって，種子の安定供給

や品質を維持し，本県農業の生

産性向上，持続的な発展，県民

の食の安全につなげるため 

山口県 高温耐性品種の導入 

気候変動に伴う影響の把握と対

策の検討（技術対応、品種切替

等） 

要領・要綱での対応で問題等は

生じていない 

優良な種子の生産及び普及を促

進し、農業者の経営安定や消費

者への安定供給を推進するた

め。 

徳島県         

香川県 

・高温登熟性に優れた品種の導

入：水稲「おいでまい」 

・香川県内における普通期栽培

の水稲栽培品種については、高

温による品質低下を避けるた

め、早植えをさけるよう生産者

に対して指導を行っている。 

    

本県の農業経営の基盤である

稲、麦類及び大豆の優良種子

を、従来（種子法廃止前）と同

水準の品質及び価格で安定的に

供給できる体制を維持するた

め。 
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愛媛県 
県ブランド米（ひめの凜）の作

付拡大  
    

愛媛県主要農作物（稲、麦及び

大豆）の適正な種子生産に資す

るため。 

高知県 
水稲の高温登熟性に優れる品種

の育成 
  

種子法廃止以前と全く同じ取り

組みをしていることから、廃止

による課題は無い 

種子は農業にとって大変重要な

農業資材であり、県内に採種農

家もおり継続する必要がある 

福岡県 
高温耐性を有する品種の育成、

普及を図っている。 
    

福岡県農林水産業・農山漁村振

興条例と福岡稲、麦類及び大豆

の種子の安定供給に関する基本

要綱に基づき、県が優良種子の

生産と普及に取組んでいます。 

佐賀県 高温登熟耐性を持つ品種の開発   
要領で対応できているため、特

に無し 

優良な種子の供給は、米、麦類

及び大豆の生産振興において、

特に重要であるため。 

長崎県 

高温耐性品種への転換を推進し

ているため、それに見合った種

子生産を行う。 

    

主要農作物の優良かつ安価な種

子を安定的に農業者へ供給する

ことは県の責務であるとしてい

るため 

熊本県 

高温耐性の強い水稲品種の育成

及び普及、高温対策のため栽培

技術の徹底 

高温耐性の強い水稲品種の育成

及び普及、高温対策のため栽培

技術の徹底 

特に無し 

将来にわたって主要農作物の優

良な種子の安定的な生産及び供

給を確保するため。 

大分県 

近年の夏場の高温化に対応する

ため、水稲の高温登熟耐性品種

の導入・拡大を進めている。 

特に無し 

県は主体的に法廃止前と同様の

業務を継続しており課題は生じ

ていない。 

県の奨励する主要農産物品種の

種子の安定確保は、主要農作物

振興上の重要事項であるため。 

宮崎県 高温登熟性の優れた品種の普及 
稲こうじ病対策等、病害虫に対

する防除の徹底 
特に無し 

生産者及び農業団体から将来に

わたって安定的な種子の生産体

制が維持されるのか不安との意

見があり、生産者等の不安を解
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消し、安価で優良な種子を生産

者へ安定的に供給していくこと

は、本県主要農作物等の高品

質・安定生産の観点からも極め

て重要であるから 

鹿児島

県 
特に無し 特に無し   

主要農作物の優良な種苗の将来

にわたる安定的な生産及び供給

を図るため 

沖縄県 特に無し 特に無し 特に無し 
良質な生産物生産のために重要

だから 

 

都道府県間連携の重要性について 

 重要：36  重要でない：１（高知県） その他：７（山形県・東京都・岐阜県・京都府・鳥取県・熊本県・沖縄県） 

 未回答：3（長野県・広島県・徳島県） 

都道府県の取り組みが後退することのない財源確保の重要性について 

 重要：45  重要でない：０  その他：２（東京都・沖縄県） 未回答：3（長野県・広島県・徳島県） 

財源確保のための国の制度等について  

 必要：33 必要でない：２（香川県・長崎県） その他：７（山形県・東京都・滋賀県・京都府・兵庫県・和歌山県・沖縄県） 

 無回答：２（新潟県・鳥取県） 未回答：3（長野県・広島県・徳島県） 
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 １．都道府県連携への意見 2．財源確保について 

連携 具体的な連携 財源確保 国の制度 意見 

北海道 重要  重要 必要 
都道府県が行う種子の生産及び普及に要する経費につ

いて、引き続き地方財政措置が必要 

青森県 重要 以前から県間連携の取組を行っている 重要 必要 
稲、麦類及び大豆の種子に係る地方交付税措置を維持

してほしい 

岩手県 重要 
特になし（一部委託生産、受託生産を実施

中） 
重要 必要 

特になし（地方交付税措置について国へ要望してい

る） 

宮城県 重要 特になし 重要 必要 特になし 

秋田県 重要 
当県で生産している品種種子の県外受託生

産 
重要 必要 特になし 

山形県 その他 

ある程度は必要。作付面積が一定以下に減

少した品種について、他県からの種子供給

を実施している。 

重要 その他 

現在、県の条例に基づいて事業を実施しているが、恒

久的な財源確保のため国の制度等があることが望まし

い 

福島県 重要 特になし 重要 必要 特になし 

茨城県 重要 特になし 重要 必要 特になし 

栃木県 重要 特になし 重要 必要 特になし 

群馬県 重要  重要 必要  

埼玉県 重要  重要 必要  

千葉県 重要 

新たに検討していることはないが、本県は

主要農作物の優良種子を他県から購入して

いる。そのため、他県との連携は、本県農

業振興において、大変重要である。 

重要 必要  

東京都 その他 

東京都においては都内における対象作物の

生産が極めて少ないため、主要農作物の種

子生産の取り組みは従前から実施していま

せん。 

その他 その他 
都としては１．の回答のとおり、取り組みがありませ

ん。 
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都内の農業生産の実態から、今後も方針は

変わらないものと認識しています。 

神奈川県 重要    重要 必要  

新潟県 重要  重要   

富山県 重要 特になし 重要 必要 特になし 

石川県 重要  重要 必要  

福井県 重要  重要 必要  

山梨県 重要 現在のところ、特に検討していない 重要 必要 

種子生産者の高齢化が進み、種子生産の担い手を確保

することが難しい状況であるため、担い手を育成し、

安定した種子生産を継続するためには、国の制度・財

政的支援は必要。 

長野県      

岐阜県 その他 
現行の体制維持、「米麦改良協議会」の事

務 
重要 必要 

地方交付税の内数でなく、「種子の確保」として、明

らかにした内容で措置されたい。 

静岡県 重要 

県内の種子ニーズに対し、県が提供できる

品種に限りがあることから他県で生産され

た種子を県内の団体が既に購入している。

また、他県から要請があった場合は、当県

で生産された種子を他県へ供給している。 

重要 必要 

都道府県が行う稲、麦類及び大豆の種子に関する業務

に要する経費については、引き続き国の地方交付税の

措置を求める。 

愛知県 重要 

都道府県間連携は重要な取り組みであると

考えられるが、愛知県では主要農作物の奨

励品種における県開発の品種の割合が高い

ため、具体的な検討には至っていない。 

重要 必要 

主要農作物の種子生産に係る都道府県の事業に対して

は、国民全体の利益ともなるため国の制度による財源

確保は重要である。 

三重県 重要 

現在のとこと、具体的に検討している案件

はないが、必要に応じて検討していきた

い。 

重要 必要 
県財政が厳しい状況にあるので、国の制度で財源を確

保していただければ、大変ありがたい。 

滋賀県 重要 特になし。 重要 その他 
【参考】国の制度については、種子法廃止後も地方交

付税措置が講じられている 
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京都府 その他 特になし。 重要 その他 特になし 

大阪府 重要 
不作の事態や需給状況に応じて、近隣他府

県と連携して種子譲渡の融通をする。 
重要 必要  

兵庫県 重要 

兵庫県農作物改良協会が他府県改良協会

（種子協会）への巡回訪問を行い、種子の

需要動向等の情報を収集し、他府県との種

子生産受託を行う等連携を実施していま

す。 

重要 その他 

「稲、麦類及び大豆の種子について（平成 29年 11月

15日付け 29政統第 1238号農林水産事務次官依命通

知）が令和 3年 4月 1日付けで一部改正され、６ 

稲、麦類及び大豆の種子に関する業務に必要な経費、

種苗法及び農業競争力強化支援法に基づき都道府県が

行う稲、麦類及び大豆の種子に関する業務に要する経

費については、従前と同様に、地方交付税措置が講じ

られているため、留意されたい。と追記されたため、

今後も財源は確保されるものと承知しています。 

奈良県 重要  重要 必要  

和歌山県 重要  重要 その他 
種子法廃止以前と同程度の交付税措置があれば、これ

までどおり継続されるので特に問題ありません。 

鳥取県 その他 

既に回答のとおり 

【2022.5月回答】国として他県との種子

生産受委託推進の動きがあるが、県内種子

価格との差が生じた場合の対応、品質で問

題が生じた場合や事故が起きた場合の対応

や担保、県内の種子生産農家や組合等の合

意形成（採種事業への想い、経営アイテム

としての活用等）等、クリアしなければな

らない課題が山積している状況 

重要  特になし 

島根県 重要  重要 必要  

岡山県 重要 

気象災害等の発生により、県内で高品質な

種子が供給できない場合も想定されるた

め、都道府県間連携は重要と考えている。 

重要 必要  
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広島県      

山口県 重要 

連携に向けた検討に着手している訳ではあ

りませんが、気象災害等により計画通りの

種子生産が困難となった場合、不足する種

子を他の都道府県と円滑に需給調整できる

体制は必要と考えます。 

重要 必要 
地方交付税措置の継続等、都道府県が種子生産を維

持・継続するための支援は必要と考えます。 

徳島県      

香川県 重要  重要 必要でない 

①財源確保について、都道府県の主要農作物種子の安

定的な生産と供給が行える財政措置の確保と継続は必

須である 

②国の制度について、種子法廃止後も、種子の安定供

給の体制を維持できるよう各都道府県の判断で要領・

要綱また 

は条例で対応し、種子法廃止前と変わらず高品質な種

子の安定生産体制を維持しているため、 

国が改めて制度を作る必要はないと考える。 

愛媛県 重要  重要 必要  

高知県 
重要で

ない 
 重要 必要  

福岡県 重要 

県外で生産が盛んな品種は県外に生産を委

託（コシヒカリ） 

共通品種について、他県と連携 

重要 必要 
種子生産体制の強化、種子の安定供給のために、予算

措置は必要 

佐賀県 重要  重要 必要  

長崎県 重要 
全国主要農作物種子安定供給推進協議会を

介しての受委託は既に行っている。 
重要 必要でない 特になし 

熊本県 その他 

当県では県内での採種が無い品種について

は、採種団体が需給状況に応じて他県から

購入し、計画的に種子の供給を行っている

重要 必要  
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ところ。また、不作等で供給不足が生じた

場合には、近隣県から臨時に購入し、安定

供給を維持している。 

大分県 重要 特になし 重要 必要 特になし 

宮崎県 重要 

採種ほ場が自然災害などで必要数量確保で

きなかった場合に、都道府県間で調整を行

っているため。  

重要 必要 
優良種子を生産するため、審査員による審査にかかる

経費（発芽試験にかかる需用費や旅費）など。 

鹿児島県 重要 

コシヒカリの種子など，県内の種子生産量

で県内供給量を賄えないものについては，

県外から購入するなど，県外産地と連携し

て取り組んでいる。 

重要 必要  

沖縄県 その他 

何を連携するかによると思います。具体的

な連携例があれば具体的に回答できます。 

具体的に検討していることは特にございま

せん。 

その他 その他 
質問のイメージができないため回答いたしかねます。

意見は特にございません。 

 

 

 
 

３．種子の流通確保のしくみ ４．国外流出防止策 ５．種子独占による弊害防止策 

北海道 
   

青森県 関係団体と連携し、支障なく優良種子の生

産・供給がされていることから、特に課題

はない 

改正種苗法（令和 2年 12月成立）による、

登録品種の海外への持ち出しに対する抑止

力に期待したい。 

県では種子は適正な価格で流通されるよ

う、生産体制を整備しています。 

岩手県 特になし 特になし 特になし 

宮城県 特になし 特になし 特になし 
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秋田県 種子協会や全種協による種子需要・供給量

の把握や、都道府県間連携による調整を推

進し、優良種子の確保に努める必要がある

が、県内種子価格との差が生じた場合や、

品質で問題が生じた場合の対応等課題もあ

る。 

改正種苗法の新たな仕組みにより、優良品

種の流出防止を推進。 

地域に適する品種を育成しているかぎり、

少なくとも県内で種子供給を自己完結でき

る体制が構築されているため、種苗会社に

よる独占による弊害は防止できると考えら

れる。 

山形県 特になし 特になし 特になし 

福島県 特になし 特になし 特になし 

茨城県 本県も種子の生産・供給に余裕があるわけ

ではないため、他県、あるいは民間事業者

との連携により、効率的な種子の生産・供

給が可能な体制がとれるとよい。また、県

では「広く」普及する品種の種子生産・供

給に重きをおいているが、米粉用など様々

な用途の品種が出てきている中、小面積し

か普及していない品種の種子を、誰が安定

的に供給するかも 1つと課題と考える。 

特になし。 特になし。 

栃木県 品種の多様化や気候変動による不作等に対

応するためにも、他県との広域連携が必要

と考える。県単独では実施困難であり、国

に広域連携の仕組み作りをお願いしたい。 

特になし 特になし 

群馬県 
   

埼玉県 種子生産者や産地の確保が年々難しくなっ

ていることから、国が各県の種子生産体制

の余裕や逼迫の状況をとりまとめ、各県へ

情報提供するなど、都道府県間の情報交換

を促進するしくみがあると助かります。 
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千葉県   本県では、県育成登録品種について、改正

種苗法に基づき海外持出禁止にしている。 

 

東京都 特になし。 特になし。 特になし。 

神奈川県 特になし。 特になし。 特になし。 

新潟県 
 

種苗法の改正に伴う県の対応は以下のとお

り。 

・県育成品種の登録品種（出願中含む）に

ついて「海外持ち出し制限」品種として届

出し、公示済。 

・県育成品種の品種登録出願を行う際は、

原則「輸出を認めない」「栽培を県内に限

定」として届出。  

・指定種子生産団体が一括して登録品種の

表示義務に対応。（種子袋に「海外輸出禁

止」の表示を追加） 

 

富山県 特になし 特になし 特になし 

石川県 
 

海外の品種登録による、育成者権の確保。 
 

福井県 
   

山梨県 特になし。 特になし。 特になし。 

長野県 
   

岐阜県 
   

静岡県 特になし 特になし 特になし 

愛知県 
   

三重県 特になし 特になし 特になし 

滋賀県 特になし 特になし 特になし 

京都府 特になし 特になし 特になし 
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大阪府 種子の安定供給のためには、不測の事態に

応じて近隣他府県と連携して種子を融通し

合える仕組みが重要である。そのため、近

隣他府県の需給情報を正確に把握する必要

がある。 

  

兵庫県 特になし 国外流出は、種苗法等関係法令に基づき、

適正に防止されるべきと考えます。 

特になし 

奈良県 
   

和歌山県 現状維持で特に問題ありません。 本県では主要農作物のオリジナル品種は開

発しておらず、防止策はとくにありませ

ん。 

特にありません 

鳥取県 特になし 特になし 特になし 

島根県 
   

岡山県 
 

海外での品種登録出願に対する国の支援、

生産者等に対する品種登録や知的財産制度

の周知 

 

広島県 
   

山口県 なし なし なし 

徳島県 
   

香川県 
   

愛媛県 
   

高知県 現在の JAを中心とした種子の生産・流通で

問題ない 

種苗法より対策されている 主要農作物の種子の独占は想定されない 

福岡県 種子を安定的に流通させるため、備蓄体制

の整備、災害時の他県との連携が必要 

外国での品種登録や商標登録 

流出者に対する罰則強化（国内） 

 

佐賀県 
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長崎県 特になし 種苗法によって、十分対策できていると考

えている。 

独占による種子の価格高騰などの防止策と

して、主要農作物の奨励品種の優良な種子

を低廉かつ安定的に生産及び供給する体制

を将来にわたって維持することを県の責務

としている。 

熊本県 熊本県主要農作物種子の生産及び供給に関

する条例を制定し、主要農作物の優良な種

子の安定的な生産及び供給を確保すること

を目的に施策を実施している。 

改正種苗法の適切な運用 
 

大分県 特になし 国外流出防止対策については、政府に対策

の徹底をお願いしたい。 

特になし 

宮崎県 倉庫の確保に例年苦慮している。 重要であると考える。 特になし 

鹿児島県 
   

沖縄県 特になし 特になし 特になし 

 


